
牧之原市環境基本条例解説 

 
 
前文 

私たちの牧之原市は、恵み豊かな駿河湾と日本一の大茶園を育む肥沃な牧之原台地

に抱かれ、遠く富士を望む白砂の海岸線や人の暮らしと自然が調和した里地・里山な

ど、美しい景観と良好な環境を有して発展してきました。 
しかし、都市化の進展や社会形態の変化に伴い、このような潤い豊かな環境が徐々

に失われつつあります。 
また、物質的な豊かさや利便性を追求してきた現代の生活は、資源の大量消費と廃

棄物の大量排出をもたらし、環境に多大な負荷を与え続けています。そして今日その

影響は、自然の持つ回復再生能力や浄化能力を超え、地球温暖化や天然資源の枯渇と

いった未来を揺るがす問題へと拡大しています。 
私たちは、良好な環境を等しく享受する権利を有するとともに、長い歴史の中で培

われてきたかけがえのない環境の恩恵を次世代へと引き継ぐ責務を有しており、すべ

ての者が今日の環境問題を共通の課題として受け止め、持続可能な循環型社会を構築

するために、それぞれの日常活動や事業活動において、自ら又は互いに協働して環境

への負荷の低減に積極的に取り組まなければなりません。 
本市は、「うみ・そら・みどりと共生するまち」を将来都市像の一つとして掲げ、自

然と共生する暮らしの推進や人にやさしい環境づくりに努めているところであり、そ

の実現には市、市民及び事業者の一丸となった環境行動が不可欠です。 
このような認識の下に、私たち牧之原市民は、健全で良好な環境を保全し、未来へ

と継承できる美しく豊かなふるさとを創造することを決意し、この条例を制定します。 

【解 説】 
本条例を制定する趣旨を宣言的に明らかにしたものです。 
本市の環境の現状と直面する環境問題を簡潔に記述するとともに、環境を保全するた

めに現代の私たちが果たさなければならない責務や市の総合計画にうたわれた環境に配

慮したまちづくりの方向性などを明示することによって、すべての者の理解と協力を求

めています。 



第１章 総則 

（目的） 
第１条 この条例は、環境の保全及び創造について、基本理念を定め、並びに市、市民

及び事業者の責務を明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関する施策の基本

となる事項を定めることにより、市の自然的社会的条件に応じた施策を総合的かつ計

画的に推進し、もって良好な環境を実現し、現在及び将来の市民の健康で文化的な生

活の確保に寄与することを目的とする。 
【解 説】 

本条例の骨格を定めるとともに、条例の究極の目的を明らかにしたものであり、前文

と併せて条例解釈の指針となるものです。 
 

（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 
( 1 ) 環境の保全及び創造 公害その他の人の健康又は生活環境に係る被害の防止や

自然の恵みの確保等に止まらず、水や空気、そこに生息する動植物等の自然の構成

要件を有効に活用することにより、環境にやさしく、潤いと安らぎを感じる快適な

生活空間を創り出すことをいう。 
( 2 ) 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の

支障の原因となるおそれのあるものをいう。 
( 3 ) 地球環境の保全 人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行、

海洋の汚染、野生生物の種の減少その他の地球の全体又はその広範な部分の環境に

影響を及ぼす事態に係る環境の保全であって、人類の福祉に貢献するとともに市民

の健康で文化的な生活の確保に寄与するものをいう。 
( 4 ) 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相

当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下及

び悪臭によって、人の健康又は生活環境（人の生活に密接な関係にある財産並びに

人の生活に密接な関係にある動植物及びその生育環境を含む。）に係る被害が生ず

ることをいう。 
( 5 ) 環境の状況 大気、水、土壌、動植物等に関する状況、公害、有害化学物質等の

発生又は測定の状況等に係る本市の環境に関する現況をいう。 
【解 説】 

本条例で用いられる用語のうち、「環境の保全及び創造」「環境への負荷」「地球環境

の保全」「公害」「環境の状況」の５つの基本的な用語について定義したものです。 
なお、環境の「創造」の具体的な例としては、太陽光や風力などの自然エネルギーや

水、緑地等を有効に活用した都市空間の整備、自然と人とが親しむ空間としての親水公

園や自然護岸の整備、自然の生態系の維持を取り込んだビオトープの整備などが考えら

れます。 



（基本理念） 
第３条 環境の保全及び創造は、市民が健康で文化的な生活を営む上で必要となる良好

な環境を保全するとともに、その環境が将来に渡って享受できるように適切に行われ

なければならない。 
２ 環境の保全及び創造は、すべての者が、環境への負荷の少ない持続可能な社会を構

築することの重要性と責務を認識し、それぞれの公平な役割分担の下で自主的かつ積

極的に行われなければならない。 
３ 環境の保全及び創造は、郷土の多様な風土と文化を継承しつつ、人と自然との健全

な共生が確保されるように推進されなければならない。 
４ 環境の保全及び創造は、地域の環境が地球環境と密接に関わっていることを認識

し、地球環境の保全に資するため、すべての日常生活及び事業活動において行われな

ければならない。 
【解 説】 

環境の保全及び創造に取り組む上での根本的な考え方を規定したもので、環境施策、

環境活動に関わる者が共有しなければならない共通認識を示したものです。 
第１項は、環境の保全及び創造の最終的な目標を掲げたものであり、第２項と第３項

は、この目標に到達するための理念を規定しています。また、第４項は、地球環境の保

全の重要性に鑑み、その取組の必要性を規定したものです。 
 

（市の責務） 
第４条 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、本

市の特性を踏まえた環境の保全及び創造に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、

及び実施する責務を有する。 
２ 市は、環境の保全及び創造に関する施策の策定及び実施に当たっては、市民及び事

業者並びにこれらが組織する団体（以下「市民等」という。）の参加及び協力を促進

し、その意見を聴取し、及び反映するように努めなければならない。 
３ 市は、自らの事務及び事業の実施に当たっては、率先して環境への負荷の低減に努

めなければならない。 
４ 市は、市民等が環境の保全及び創造のために行う活動を支援し、及び協力する責務

を有する。 
【解 説】 

環境の保全及び創造に取り組む市の立場と責務を明らかにしたものです。 
具体的な取組については第２章でもって明らかにしています。 

 
（市民の責務） 

第５条 市民は、環境の保全上の支障を防止するため、資源の循環的な利用、電気、燃

料、水等の使用の節減、廃棄物の減量等を図ることにより、日常生活に伴う環境への

負荷の低減に自ら努めなければならない。 
２ 市民は、地域の特性に応じた環境の保全及び創造に自ら努めるとともに、市が実施

する環境の保全及び創造に関する施策に協力する責務を有する。 
【解 説】 

今日の環境問題の多くは、事業活動のみならず、生活排水、家庭ごみ、自動車排気ガ

スなどの市民の日常生活に伴う環境負荷の集積が原因となっていることから、市民は、

自ら環境負荷の低減に努めるとともに、環境施策に協力する責務が有ることを明らかに

したものです。 
 



（事業者の責務） 
第６条 事業者は、事業活動を行うに当たっては、その事業活動に伴って生ずる公害を

防止し、又は自然環境を適正に保全するために必要な措置を講ずる責務を有する。 
２ 事業者は、物の製造、加工又は販売その他の事業活動を行うに当たっては、その事

業活動に係る製品その他の物が使用され、又は廃棄されることにより生ずることとな

る環境への負荷の低減に資するため、再生資源その他の環境への負荷の少ない原材

料、役務等の利用等に努めるとともに、製品その他の物が廃棄物となった場合におい

て適正な処理が図られることとなるように必要な措置を講ずる責務を有する。 
３ 前２項に定めるもののほか、事業者は、環境への負荷の低減その他の環境の保全及

び創造に自ら努めるとともに、市が実施する環境の保全及び創造に関する施策に協力

する責務を有する。 
【解 説】 

事業者の事業活動による環境負荷は一般市民に比べ大きいこと、また、事業者は、環

境保全のための措置を実施しうる物的・人的能力を有することから、事業活動に伴う環

境への配慮や措置についての責務を明らかにしたものです。 
第２項では、製品等が使用又は廃棄されることにより、環境への負荷が必然的に生ず

ることに鑑み、事業活動のあらゆる段階でその低減に努めること、例えば、無公害な製

品や修理が容易で長持ちする製品の開発、原材料や役務等の利用に当たっては、再生資

源の使用や合理化された物流サービスの活用等を心掛けるとともに、廃棄物の増加や種

類の多様化が、廃棄物処理を困難とする状況を招いていることから、製品等が消費者等

により廃棄物となった場合を想定して、適正な処理が図られることとなるように、例え

ば、製品の材質や処理方法を明示するなど、製造等の段階において必要な措置を講ずる

よう規定しています。 
第３項は、前２項に定めるものに限らず、広く環境の保全及び創造に自ら努めるとと

もに、市の実施する施策への協力を責務として規定したものです。 
 

（滞在者の責務） 
第７条 滞在者は、本市の区域における活動に伴う環境への負荷の低減に努めるととも

に、市が実施する環境の保全及び創造に関する施策に協力する責務を有する。 
【解 説】 

旅行者や外国人などの滞在中におけるごみの排出など、環境への負荷が少なからず発

生していることから、滞在者としての責務を明らかにしたものです。 
 

（協働の責務） 
第８条 市、市民及び事業者は、環境の保全及び創造に資するため、互いの立場及び特

性を尊重し、対等及び公平な関係の下で、互いに協働するよう努めなければならない。 
【解 説】 

市、市民及び事業者それぞれの主体が、互いの立場を認め合いながら、地域の取り組

むべき課題の解決など、共通の目的に向けた協力、連携に努めるよう規定したものです。 



第２章 環境の保全及び創造に関する基本的施策 

（施策の基本的な指針） 
第９条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を策定し、及び実施するに当たっては、

基本理念にのっとり、次の各号に掲げる事項の確保を旨として、各種の施策相互の有

機的な連携を図りつつ総合的かつ計画的に行うものとする。 
( 1 ) 大気、水、土壌等を良好な状態に保持することにより、健康で安心して暮らせる

生活環境が保全されること。 
( 2 ) 生物の多様性を確保するとともに、森林、農地、水辺等における多様な自然環境

が、地域の自然的社会的条件に応じて体系的に保全されること。 
( 3 ) 里山、浜辺等の保全と活用を図ることにより、人と自然との触れ合いが保たれ、

潤いと安らぎを感じることのできる空間が創出されること。 
( 4 ) 良好な景観及び歴史的文化的な環境を保持することにより、良質で文化的な生活

環境が形成されること。 
( 5 ) 資源の循環的な利用、エネルギーの有効利用、廃棄物の減量等を促進することに

より、環境への負荷が低減されること。 
【解 説】 

環境に関する諸施策の策定及び実施に当たって踏まえなければならない基本的な指針

を明らかにしたものです。 
第１号では、大気、水、土壌の汚染や騒音、振動、悪臭などを防止して良好な生活環

境を保全すること、第２号では、森林、農地、水辺地等の自然環境を保全するとともに、

そこに生息する生物の様々な生態系を保護していくこと、第３号では、人の営みと自然

が密接に関わり調和が保たれた空間を大切にし、活かしていくこと、第４号では、長い

間に培われ伝承されてきた歴史的、文化的な遺産や良好な景観を保存していくこと、第

５号では、省資源、省エネルギーを促進することを指針として掲げています。 
 

（環境基本計画） 
第10条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、環境の保全及び創造に関する基本的な計画（以下「環境基本計画」という。）を

定めなければならない。 
２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

( 1 ) 環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な施策の大綱 
( 2 ) 前号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するために必要な事項 
３ 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ、第 24 条に規定する牧

之原市環境審議会の意見を聴かなければならない。 
４ 市長は、環境基本計画を定めたときは、速やかに、これを公表しなければならない。 
５ 前２項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 
【解 説】 

環境の保全及び創造に関する諸施策を推進する仕組みの中核となる環境基本計画の策

定について規定したものです。 
「環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な施策の大綱」とは、望ましい環境

の在り方や環境施策の基本的な方向などを指すもので、「総合的」とは、各種の環境施策

の有機的な連携を図るとともに、市民や事業者など各主体の取組も含め全体としてとら

えることを示し、「長期的」とは、今日の環境問題が、中長期的な観点から取り組むべき

問題であることを踏まえ、長期的な視点に立って施策の方向性を定めるべきことを示し

ています。 



（計画等の策定への市民等の参加） 
第11条 市長は、次の各号に掲げる計画等の策定に当たっては、市民等の意見を反映する

よう必要な措置を講ずるものとする。 
( 1 ) 環境基本計画 
( 2 ) 環境保全行動指針 
( 3 ) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

２ 前項の規定は、同項各号に掲げる計画等の変更について準用する。ただし、軽微な変

更についてはこの限りでない。 
【解 説】 

環境施策の円滑な推進には市民等との協力、連携が欠かせないことはもとより、市民

参加は市政の基本的な姿勢であることから、環境基本計画などの主要な計画等の策定に

当たっては、市民等の意見を反映するよう義務づけたものです。 
 

（諸事業の立案等に当たっての配慮） 
第12条 市は、環境に影響を及ぼすと認められる事業を立案し、及び実施するに当たっ

ては、環境基本計画及びエコアクション21（市が実施する環境マネジメントシステム

をいい、環境保全に関する方針、目標、計画等の策定及びその達成に向けた実行、記

録、点検、見直し等の一連の行動をいう。)との整合を図り、環境の保全及び創造につ

いて配慮しなければならない。 
【解 説】 

環境に影響を与えることが予想される公共事業などを市が立案、又は実施するに当た

っては、環境基本計画やエコアクション 21 の取組み等との整合を図ることにより、環

境に配慮しなければならない旨を規定したものです。 
 
（教育及び学習の推進等） 

第13条 市は、市民等が、環境の保全及び創造についての理解を深めるとともに、その

活動意欲が増進されるように、環境に関する教育及び学習の推進、広報活動の充実そ

の他の必要な措置を講ずるものとする。 
【解 説】 

市民等の環境活動が増進されるためには、市民生活と環境との関わりなどの基本的な

知識が習得され、その理解が深められることが重要なことから、市は、環境教育や広報

の充実などの必要な措置を講ずべきことを規定したものです。 
 
（市民等の自発的な活動の促進） 

第14条 市は、市民等が自発的に行う資源の有効活用、生活排水の浄化、緑化の推進等

の環境の保全及び創造に関する活動が促進されるように、指導、助言その他の必要な

措置を講ずるものとする。 
【解 説】 

今日の環境問題の解決に向けては、市民等が積極的に活動することが重要であること

から、市は、その活動を促進するような措置を講ずべきことを規定したものです。 



 
（情報の提供） 

第15条 市は、市民等の環境に関する学習及び自発的な活動の促進に資するため、個人

及び法人の権利利益の保護に配慮しつつ、環境の状況その他の環境の保全及び創造に

関する必要な情報を提供するように努めるものとする。 
【解 説】 

市民等が自発的に環境に関する学習や活動を展開するためには、正確な情報が適切に

提供されていることが重要であることから、市は、個人や法人の権利利益の保護に配慮

しつつ、必要な情報の提供に努めるよう規定したものです。 
 
（規制等の措置） 

第16条 市は、環境の保全上の支障を防止するために必要と認めるときは、地域の特性

を踏まえ、影響及び効果を考慮し、規制、指導その他の必要な措置を講ずるものとす

る。 
【解 説】 

環境を保全する上で現行法規の規定の範囲外での防止措置が必要なときには、市は、

規制や指導などの適切な措置を講ずるよう規定したものです。 
 
（環境の保全に関する協定） 

第17条 市は、環境の保全を図るために特に必要があると認めるときは、市民等が実施

する環境の保全に関する措置について、市民等との間に公害の防止その他の環境の保

全に関する協定を締結し、その履行を確保するものとする。 
【解 説】 

市は、環境を保全するために特に必要なときには、事業者等との間において、現行法

規に定めのない事項や上乗せした規制内容等の協定を結ぶことにより、公害の未然防止

などに努めるよう規定したものです。 
 
（指導、勧告等） 

第18条 市は、良好な環境に対する侵害又は侵害のおそれがあると認められるときは、こ

れを防止又は排除するため、その原因者に対し、説明、報告等を求め、必要な指導、助

言及び勧告を行うことができる。 
２ 市は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないときは、その旨及びそ

の勧告の内容を公表することができる。 
【解 説】 

市は、良好な環境を侵害する公害などの原因者に対して指導、助言、勧告を行うこと

ができるとともに、勧告に従わない者に対しては勧告内容の公表ができる権限を規定し

たものです。 
 
（監視体制等の整備） 

第19条 市は、環境の状況を把握するために必要な調査、監視等の体制の整備に努める

ものとする。 
【解 説】 

環境施策を適切に実施するためには、環境の実状把握が前提となることから、必要な

調査、監視等の体制の整備に努めるよう規定したものです。 



 
（推進体制の整備） 

第20条 市は、市の各機関相互の連携を図り、環境の保全及び創造に関する施策を総合

的に調整し、及び推進するための体制を整備するものとする。 
【解 説】 

環境施策は広範多岐にわたるため、組織横断的な総合調整が必要となることから、市

の機関相互の連携体制を整備するよう規定したものです。 
 
（国、県及び他の地方公共団体との協力） 

第21条 市は、環境の保全及び創造に関する広域的な取り組みを必要とする施策につい

ては、国、県及び他の地方公共団体と協力して推進するように努めるものとする。 
【解 説】 

環境問題への対処など、広域的な取り組みを必要とする場合には、国、県、他市町な

どと幅広く協力して推進するよう規定したものです。 
 
（地球環境の保全の推進） 

第22条 市は、地球の温暖化の防止、オゾン層の保護等の地球環境の保全に関する施策を、

関係行政機関及び民間団体等と連携を図りつつ、積極的に推進するものとする。 
２ 市は、地球環境の保全に関する市民等の自発的な行動を助長するとともに、協働によ

る施策を推進するものとする。 
【解 説】 

地球環境問題は人類共通の重要な課題であることから、市は、関係行政機関、民間団

体等と連携して率先して地球環境の保全に関する施策を推進するとともに、市民等の各

主体の積極的な取組みを促進するよう規定したものです。 
 
（環境の状況等の公表）  

第23条 市長は、毎年、環境の状況並びに環境の保全及び創造に関する施策の実施状況を

取りまとめた報告書を作成し、これを公表するものとする。 
【解 説】 

市民等が環境に関心を払い、自主的かつ積極的に取り組んでもらうためには、環境の

現状等の認識を深めることが不可欠なことから、市は、環境施策の成果や市域の環境の

現状などについて、毎年、公表するよう義務づけたものです。 



第３章 環境審議会 

（設置及び所掌事務） 
第24条 環境基本法(平成５年法律第91号)第44条の規定に基づき、牧之原市環境審議会(以
下「審議会」という。)を置く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議する。 
( 1 ) 環境の保全及び創造に関する基本的事項及び重要事項に関すること。 
( 2 ) 環境基本計画の策定及び変更に関すること。 
( 3 ) 前２号に掲げるもののほか、他の法令の規定により、その権限に属する事務 

３ 審議会は、前項に掲げる事項について市長に意見を述べることができる。 
【解 説】 

環境施策には、専門的知識や広い視野に立った判断が求められることから、市長の諮

問機関として設置するものです。 
環境基本法第 44 条には、環境の保全に関する基本的事項を調査審議させる等のために

審議会を設置できる旨が規定されています。 
 
（組織及び任期） 

第25条 審議会は、委員15人以内で組織する。 
２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

( 1 ) 学識経験を有する者 
( 2 ) 市民 
( 3 ) 事業者 
( 4 ) その他市長が必要と認める者 

３ 委員の任期は２年とし、再任されることを妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 
【解 説】 

審議会の委員の定数と任期を定めています。 
 
（委任） 

第26条 この章に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 
【解 説】 

審議会の組織と運営に関する詳細な規定については、市長が規則等でもって定めます。 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この条例は、平成20年４月１日から施行する。 
（牧之原市環境審議会条例の廃止） 

２ 牧之原市環境審議会条例（平成17年牧之原市条例第25号）は、廃止する。 
【解 説】 

本条例中に、環境審議会の規定を取り込んだことから、これまで個別に制定されてい

た牧之原市環境審議会条例は廃止するものです。 


